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１．はじめに 

 

日本の2008年度の排出量はCO2換算で約12億8,600万ト

ンであり、京都議定書の目標達成は依然として難しい情

勢にある。一方、気候変動枠組条約第15回締約国会議

（COP15）では、拘束力のある政治的合意はなされてい

ないものの、我が国が提案した25%削減を始めとして、

世界的な低炭素社会の実現に向けた、本格的な温暖化対

策の検討が喫緊の課題となっている。 

CO2排出量の算定は温暖化対策の基礎である。特に今

後は、地域（県・市町村）レベルでの温暖化対策が重要

であり、日本全体だけではなく、地域でのCO2排出量の

算定が不可欠である。本研究では、各部門のCO2排出量

を推計した研究成果を統合し、日本全体で直接排出量と

間接排出量の両面から分布特性を把握し、その要因につ

いて基礎的な分析を行うことを目的とする。 

これまでも、各部門の地域レベルでの排出量推定の研

究がなされてきた1)。しかし、市町村単位での全部門を

総合してCO2排出量を直接排出・間接排出の両面から推

計し、その分布特性を比較する研究はほとんどなされて

いない。そこで本研究では、市区町村レベルあるいはメ

ッシュ単位で、民生部門（家庭・業務）、産業部門、運

輸部門という各部門のCO2排出量を算定する研究成果を

GISを用いて統合し、エネルギー利用にともなう間接及

び直接CO2の排出量を全国市区町村単位で推計した。 

ただし、本研究における「直接排出量」は、エネルギ

ー転換や製造・運輸等に伴う排出量を排出場所に割り付

けた値を、「間接排出量」は、エネルギーや製造物等使

用するユーザー（企業や家庭、交通利用者等）に、それ

ぞれの消費量に応じて割り付けた値と定義している。 
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２．使用データとCO2排出量の推計方法 

 

（１）民生部門（家庭） 

まず、民生部門（家庭）のCO2排出量推計における基

礎データは総務省家計調査であり、その月報及び四半期

報から得られた地域別光熱費支出額と世帯属性別光熱費

支出額を用い、さらに住宅のエネルギー消費実態調査や

小売物価統計等の各種統計を組み合わせてエネルギー源

別・用途別のエネルギー消費量推計のためのデータを得

ている。ここで、用途については暖房、冷房、給湯、厨

房、照明他で区分している。そして、世帯人員の多い世

帯の方がエネルギー消費効率が高いために1人当たりで

見ると単身世帯ではCO2排出量の値が大きくなる等、世

帯属性によって原単位が異なることを考慮し、高齢単身、

若中年単身、高齢夫婦、若中年夫婦、片親と未婚子供、

夫婦と未婚子供、その他で区分した家族構成によって分

類した。また、分析対象エネルギー源は、電力、都市ガ

ス、LPG、灯油とし、電力については、直接排出量には

含めず間接排出量にのみ含めることとした。なお、分析

対象年次は全部門ともに2005年としている。 

推計方法に関しては、本研究では各部門の研究成果

の統合を目的としているため、推計方法の詳細の説明に

ついてはそれぞれ引用する文献に譲り、ここでは概要に

ついて述べる。家計調査の複数の集計表をより合理的に

説明する地域別属性別光熱費支出額の集合を、ベイズ推

定及び遺伝的アルゴリズムにより推計した後、エネルギ

ー源別消費量と用途別エネルギー消費量を推定する田中

らの方法2)を用いて、都道府県及び7都市別に用途別家族

構成別CO2排出量原単位を推定した。そして、推定され

た原単位を市区町村別家族構成別世帯数に乗じることで、

市区町村別CO2排出量を算出した。 

 

（２）民生部門（業務） 

民生部門（業務）の推計方法に関しては先行研究3)で

示したため、ここでは詳細は省略する。まず、各種統計

から建物用途別床面積を整理し、主にエネルギー経済研

究所のデータから建物用途別・エネルギー種類別・熱用

途別のエネルギー消費量及び構成比を得た。ここで、エ



ネルギー種類区分は電力、都市ガス、LPG、灯油、A重

油とし、電力については、民生部門（家庭）の場合と同

様に、間接排出量にのみ含めることとする。推計方法と

しては、建物用途別床面積にエネルギー種類別・熱用途

別消費量と構成比を乗じて算出した都道府県別の推計結

果4)を利用し、2004年事業所・企業統計による市区町村

別・業種別の従業者数比に応じて配分を行った。 

 

（３）産業部門 

産業部門に関しても、推計方法の詳細は先行研究3)に

譲ることとする。産業セクターの区分は、電気業、熱供

給業、都市ガス製造業、農林業、水産業、鉱業、建設業、

製造業、機械、廃棄物焼却であり、このうち電気業、熱

供給業、都市ガス製造業については、直接排出量にのみ

含めることとした。推計方法としては、NOx排出量を推

計した後、人口、生産額、従業員数、土地利用形態等の

空間代用データを用いて市区町村単位で空間配分を行っ

た5)。そして、日本ではNOx排出量とCO2排出量の相関

関係があることを考慮し、日本全体の産業セクター別C

O2排出量6)をNOx排出量の空間分布に応じて配分した。 

 

（４）運輸部門 

使用データとしては、道路交通センサス及び自動車

輸送統計年報から得られた交通量、走行量・平均速度、

保有台数、車種・年式構成とともに、排出係数、補正係

数を用いている。また、間接排出量として鉄道も考慮す

ることとし、鉄道輸送統計と駅別乗降客数データ、鉄道

用エネルギーCO2排出量原単位データを使用した。 

推計方法としては、CO2排出量を市区町村別・車種別

に推計しており、移動距離にCO2排出係数を乗じること

で走行時排出量を推計している。このような方法で推計

したCO2排出量を、移動地域別に3次メッシュ単位で集

計したもの7)を直接排出量とした。また、OD調査オーナ

ーマスターデータから車種別走行台キロを登録地となる

市区町村別に集計し、車種別排出係数を乗じてCO2排出

量を推計したもの8)を、間接排出量として算出した。さ

らに、鉄道に関しては、事業者別の旅客鉄道CO2排出量

を路線別輸送量と駅別乗降客数を用いて市区町村へ分担

する手法9)を用いて推定を行った。 

 

３．分析結果と考察 

 

図－1及び図－2に、GISを用いて全部門を統合した直

接排出量及び間接排出量の結果を示す。これを見ると、

直接排出量については火力発電所等の発電所が立地して

いる市区町村で産業部門のCO2排出量が大きい傾向が顕

著に現れており、局所的に大きな値を示していることが

分かる。それに対し、間接排出量については、それらの

市区町村で発電された電気が三大都市圏や県庁所在地等

の大都市で使用されCO2が排出されている様子が見て取

れる。この結果からランクサイズグラフを作成した結果

を図－3及び図－4に、人口と所得額について示した結果

を図－5、図－6に示す。これを見ると、直接排出量や所

得額ではいくつかの市区町村で卓越した値を示しており、

間接排出量や人口ではランクが上位の市区町村が並存し

ていることが分かる。 

これらの結果からは各市区町村の特徴が把握しづら

いため、要因の1つと考えられる指標として人口密度を

横軸にとり、1人当たりCO2排出量によって各市区町村

をプロットした結果を図－7及び図－8に示す。直接排出

量に関しては1人当たりCO2排出量の値が多い市区町村

ではいずれも人口密度が小さくなっていることが分かる。

間接排出量に関しても大半の市区町村では同様の傾向が

見られる一方、東京都千代田区、港区等の大都市圏の区

では他の市区町村と比較して人口密度が小さい市区町村

ほど1人当たりCO2排出量が少ないという関係が緩やか

 

図－1 全部門を統合した直接排出量の分布 

 

図－2 全部門を統合した間接排出量の分布 



であることが読み取れる。 

さらに、経済指標として総務省自治税務局の市町村

税課税状況等の調を元に算出した所得額を取り上げ、1

人当たり所得額を横軸にとって同様にプロットした結果

を図－9及び図－10に示す。直接排出量については発電

所が立地している市区町村が左上に分布し、東京都の都

心部の区では右下に分布しているのに対して、間接排出

量については離島や山間部の市区町村が左上に分布し、

東京都千代田区で1人当たりCO2排出量の値が大きいこ

とが目立つ等、分布に違いが見られた。この結果からは

明確な相関関係は見られないが、図－11及び図－12のよ

うに横軸に所得額当たりCO2排出量をとると、正の相関

関係が見られた。特に間接排出量については、一部の離

島や山間部の市区町村では経済と関係なくエネルギーを

使用している様子が読み取れる。 

 

４．おわりに 

 

本研究では、全部門を統合し、直接排出量と間接排出

量の両面から、分布特性とその要因について基礎的な分

析を行った。この結果、直接排出量と間接排出量では分

布特性が大きく異なっており、その要因として人口密度

や経済指標が関係していることを示すことができた。特

に排出責任という意味では間接排出量に着目し、さらに

都市形態や世帯構成等の他の観点からも分布特性や要因

を分析することで、エネルギーの消費者の責任や対策の

視点から議論してくことが重要であるといえる。また、

本研究では考慮しなかった財の消費活動に伴う排出量の

推計も重要であり、今後は、特に間接排出量の推計手法

を改良して分析を進めていく予定である。 

 

8

10

12

14

16

0 2 4 6 8

lo
g

 (s
iz

e)

log (rank)  

図－3 直接排出量のランクサイズグラフ 
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図－4 間接排出量のランクサイズグラフ 
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図－5 2005年国勢調査人口のランクサイズグラフ 
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図－6 課税対象所得額のランクサイズグラフ 
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図－7 人口密度と1人当たり直接排出量の関係 
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図－8 人口密度と1人当たり間接排出量の関係 
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図－9 1人当たり所得額と1人当たり直接排出量の関係 
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図－10 1人当たり所得額と1人当たり間接排出量の関係 
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図－11 所得額当たり直接排出量と1人当たり直接排出量の関係 
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南相木村

千葉県
山武郡
芝山町

岐阜県
大野郡
白川村

東京都
中央区

沖縄県
国頭郡
大宜味村

 

図－12 所得額当たり間接排出量と1人当たり間接排出量の関係 

 


